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第１章 計画の策定にあたって               

 
１ 計画策定の趣旨 

    我が国は、国民皆保険の下、誰もが安心して医療を受けることができる医療制度

を実現し、世界最長の平均寿命や高い保険医療水準を達成してきました。 

  しかしながら、急速に進む少子高齢化・人口減少、経済の低成長、国民生活や意

識の変化等医療を取り巻く様々な環境が変化してきており、国民皆保険を堅持し続

けていくためには、県民の生活の質の維持及び向上を確保しつつ、今後、医療に要

する費用（以下「医療費」という。）が過度に増大しないようにしていくとともに、

良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を図っていく必要があります。 

  本計画は、このための仕組みとして、高齢者の医療の確保に関する法律第９条の

規定に基づき、厚生労働大臣が定めた「医療費適正化に関する施策についての基本

的な方針（令和５年厚生労働省告示第２３４号）」に即して、本県における医療費

適正化を総合的かつ計画的に推進するために定めるものです。 
 

２ 計画の期間 

    令和６（2024）年度から令和１１（2029）年度までの６年間とします。 

 

３ 計画の基本理念 

  本計画の基本理念は以下の３つとします。 

 

   （１）県民の生活の質の維持及び向上を図るものであること 

        医療費適正化のための具体的な取組は、第一義的には、今後の県民の健康と   

医療の在り方を展望し、県民の生活の質を確保・向上する形で、良質かつ適切

な医療の効率的な提供を目指すものとします。 

 

   （２）今後の人口構成の変化に対応するものであること 

        今後、人口減少が進行する中、医療・介護ニーズの増大する７５歳以上人

口は、令和４（2022）年１０月現在の約２０万人から令和１２(2030)年には

約２３万８千人に増加すると推計されており、県全体の人口に占める割合は

１８.１％から２２.７％に上昇すると予測されています。 

    一方、生産年齢人口（１５～６４歳）は、令和４（2022）年１０月現在の

約６０万人から令和１２(2030)年には約５５万２千人に減少すると推計され

ており、県全体の人口に占める割合も５４.２％から５２.９％に下降すると

予測されています。 

    こうした中で、医療・介護の提供体制を支える医療保険制度・介護保険制

度の持続性を高めていくため、限りある地域の社会資源を効果的かつ効率的

に活用し、医療費適正化を図っていくものでなければなりません。 

 



2 

 

（３）目標及び施策の達成状況等の評価を適切に行うものであること 

        目標及び施策の達成状況等については、計画の初年度と最終年度を除く毎年

度、進捗状況を公表することとします。計画の最終年度である令和１１（2029）

年度については、計画の進捗状況の調査及び分析結果の公表を行い、計画の最

終年度の翌年度には実績に関する評価をし、必要に応じて計画の見直し等に反

映させることとします。 

 

４ 他計画等との関係 

    本計画は、｢大分県医療計画｣や｢生涯健康県おおいた２１（大分県健康増進計  

画）｣、｢おおいた高齢者いきいきプラン（大分県高齢者福祉計画・介護保険事業支

援計画）｣、「大分県国民健康保険運営方針」との調和を図っています。 
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～ 国民皆保険制度 ～ 

 

我が国の医療保険制度は、原則として全ての国民が何らかの公的医療保 

  険に加入する「国民皆保険」として、昭和３６年に確立しました。 

０歳から７４歳までの人は、自営業の人などが加入する「国民健康保険 

（国保）」か、企業などに勤める人が加入する「健康保険」「全国健康保 

険協会（協会けんぽ）」「共済組合」などに加入し、７５歳になると全て 

の人が「後期高齢者医療保険制度」に加入します。 

今では国民誰もが、保険証１枚で、どの医療機関にもかかれることが当 

然のことだと思われていますが、海外に目を向けると、必ずしもそうでは 

ありません。先進国の中でも民間保険中心の制度もありますし、無保険の 

国民を多く抱える国も存在します。日本の国民皆保険制度は世界に誇れる 

制度であり、今後とも、高齢化と医療の高度化などにより増加が見込まれ 

る医療費が過度に伸びないようにし、「誰でも」「どこでも」「いつでも」 

安心して保険医療が受けられる体制を維持していくことが求められています。 
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第２章 医療を取り巻く現状と課題 

 

１ 県民医療費の動向 
 

（１）大分県の人口・高齢化等の現状 

本県の総人口は、令和４年１０月現在、１１０万７千人となっており、今後も

減少傾向が続いていく見込みです。６５歳以上の人口は３７万５千人、 

３３.９％と総人口の３割を超え３人に１人が高齢者となっており、今後、高齢

者人口は令和７年頃にピークを迎えた後、減少していく見込みです。 

   そのうち、医療・介護ニーズの増大する７５歳以上人口については２０万 

と総人口の１８.１％、８５歳以上の人口についても７万５千人と総人口の 

６.８％を占め、今後もしばらく増加が続く見込みです。 

 

＜人口及び高齢化率等の推移＞ 
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また、本県の平均寿命は、令和元年は、男性が８１.９６歳で全国６位、女性は

８７.８２歳で全国１３位と長寿県のひとつとなっています。健康な状態で過ごす

ことのできる期間を示す「健康寿命」は、令和元年には、男性が７３.７２歳で全

国１位、女性が７６.６０歳で全国４位となっています。 

平均寿命と健康寿命の差は、男性では８.２４年、女性では１１.２２年となっ

ています。この差をできるだけ短くし、健康で元気に暮らせる期間である健康寿

命の延伸を図ることが重要です。 

 

    ＜平均寿命と健康寿命＞ 
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（２）県民医療費の推移と将来推計 

令和３年度の県民医療費は４,８０１億円であり、少子高齢化、特に医療・介

護ニーズの増大する７５歳以上人口の増加や医療の高度化等に伴い、今後も増

加する見込みです。 

うち、７５歳以上が加入する後期高齢者医療費についても、令和３年度は 

２,００３億円となっており、今後も費用額、県民医療費に占める割合ともに増

加していく見込みです。 

 

＜県民医療費等の将来推計＞ 
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（３）診療種類別医療費の状況 

県民医療費全体に対する診療種類別の医療費割合は、医科診療医療費の入院

医療費が最も高く、平成２７年度以降、全ての種類においてほぼ同じ割合で推

移しています。 

 

＜診療種類別医療費＞ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4,641 
4,556 4,641 4,662 

4,751 
4,655 

4,801 

（出典：厚生労働省 国民医療費） 
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 （４）都道府県別一人当たり医療費の状況 

本県の令和３年度の県民医療費の一人当たり医療費は、４３１.０千円と全国

で５番目に高くなっており、最も低い埼玉県の１.３５倍です。 

 要因として、医科診療医療費の入院医療費が、１８８.８千円と全国で４番目

に高くなっていることが影響していると考えられます。 

＜県民医療費の一人当たり医療費（令和３年度）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出典：令和３年度国民医療費の概況）（厚生労働省調べ） 
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（５）都道府県別一人当たり医療費の地域差指数 

 入院医療費に係る一人当たり医療費について、人口の年齢構成による相違分

を補正し、指数化（全国平均＝１）した地域差指数の３要素（受診率、１件当た

り日数、１日当たり医療費）でみてみると、大分県の医療費は、後期高齢者医療

が全国７番目、市町村国保が全国３番目に高くなっています。いずれも受診率

が、医療費の地域差に大きく影響していることがわかります。 

＜後期高齢者医療一人当たり入院医療費地域差指数（令和２年度）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜市町村国保一人当たり入院医療費地域差指数（令和２年度）＞ 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：医療費の地域差分析）（厚生労働省調べ） 

３要素 地域差指数 

３要素 地域差指数 
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（６）県民の医療機関の受診状況 

県民の医療機関の受診状況をみてみると、外来については、全国平均より低

いものの、入院については、全国より高い状況となっています。年齢別にみてみ

ると、加齢に従い入院受療率が全国平均を上回っており、７５歳以上で急増し

ています。 

 

   ＜入院・外来別受療率（人口１０万人対）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜年齢階級別入院及び外来受療率＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（出典：令和２年患者調査 厚生労働省調べ） 
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入院の受診状況について傷病分類別にみてみると、全国と比較し、精神及 

び行動の障害、神経系の疾患、高血圧性疾患、虚血性心疾患、呼吸器系疾患、

筋骨格系及び結合組織疾患や骨折の受療率が高くなっています。 

 

＜傷病分類別入院受療率（人口１０万人対）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜傷病分類別外来受療率（人口１０万人対）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：令和２年患者調査 厚生労働省調べ） 

（出典：令和２年患者調査 厚生労働省調べ） 
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   次に、主な疾患別医療費をみてみると、入院では新生物（腫瘍）、骨折、精神

及び行動の障害の順に多く、外来では高血圧性疾患、新生物（腫瘍）、筋骨格系

及び結合組織の疾患の順に多くなっています。 

   

＜主な疾患別入院医療費＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な疾患別外来医療費＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：令和３年ＮＤＢデータ） 

（出典：令和３年ＮＤＢデータ） 
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（７）調剤医療費等の状況         

    調剤医療費の状況をみてみると、平成２７年度から令和３年度にかけて１９

億円伸びていますが、県民医療費全体に係る割合は１６.６％前後で推移して

います。 

    ＜調剤医療費＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

    後発医薬品の数量ベースの使用割合は、令和４年度末時点で８４.４％と全

国平均を上回り、年々増加しています。 

    ＜後発医薬品の使用割合（数量ベース）＞ 

 
＜後発医薬品の使用割合：数量ベース＞ 

                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                      

  

（出典：厚生労働省 国民医療費） 

単位：億円 

（出典：最近の調剤医療費（電算処理分）の動向） 
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（８）県内に本部・支部を置く保険者別被保険者数及び医療費の状況 

  県内の被保険者数を保険者別にみると、現役世代が多く加入する被用者保険

である全国健康保険協会（協会けんぽ）大分支部が４０万８千人 

（４５.２％）を占め、次に、７５歳未満の自営業者や退職者などが加入する国

民健康保険が２３万６千人（２６.１％）、７５歳以上の方が全て加入する後期

高齢者医療が１９万３千人（２１.４％）となっています。 

       ＜県内の被保険者数（令和３年度）＞ 

※大分県内に本部や支部を置く保険者の被保険者等の数（県人口の約８０％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
県内の医療費を保険者ごとに比較すると、後期高齢者医療が２,００３億円 

 （５０.０％）、次に、国民健康保険が１,０７３億円（２６.８％）、全国健康保

険協会（協会けんぽ）大分支部が８３８億円(２０.９％)となっています。 

     ＜県内の医療費（令和３年度）＞ 

※大分県内に本部や支部を置く保険者の被保険者等に係る医療費（県民医療費の約８６％）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）県民医療費の状況  

（大分県国保医療課調べ） 

（大分県国保医療課調べ） 
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（９）市町村別一人当たり医療費の状況 

     

＜市町村国民健康保険（令和３年度）＞ 

令和３年度の市町村別（市町村国民健康保険）の一人当たり医療費は、臼       

杵市、津久見市、豊後大野市の順に高く、佐伯市、大分市、別府市の順に低

くなっています。最高と最低の市町村差は、１.１９倍となっています。 

 

市町村別（市町村国民建康保険）一人当たり医療費（令和３年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県平均：473,793 円 

単位：円 

単位：円 

（大分県国保医療課調べ） 
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＜後期高齢者医療（令和３年度）＞ 

令和３年度の市町村別（後期高齢者医療）の一人当たり医療費は、竹田 

市、杵築市、国東市の順に高く、玖珠町、豊後高田市、中津市の順に低くな

っています。最高と最低の市町村差は、１.６４倍となっています。 

 

市町村別（後期高齢者医療）一人当たり医療費（令和３年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：円 

単位：円 

（大分県国保医療課調べ） 

県平均：1,052,999 円 
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＜全国健康保険協会+国民健康保険+後期高齢者医療（令和２年度）＞ 

令和２年度の市町村別（全国健康保険協会+国民健康保険+後期高齢者医

療）の一人当たり医療費は、竹田市、津久見市、国東市の順に高く、大分市、

日出町、日田市の順に低くなっています。 

最高と最低の市町村差は、１.４２倍となっており、高齢化等が影響して

いると考えられます。 

      ※国民健康保険＝市町村国保＋国保組合 

 

市町村別（協会けんぽ・国保・後期高齢）一人当たり医療費（令和２年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（単位：円） 

（単位：円） 

大分県保険者協議会調べ 

※県内人口の約７５％ 



18 

 

２ 生活習慣病等の状況  
 

（１）生活習慣病の医療費の状況 

生活習慣病の令和３年度の医療費は、医療費全体の約２５％を占め、入院で

は脳血管疾患、虚血性心疾患、腎不全の順に多く、外来では高血圧性疾患、糖尿

病、腎不全の順に多くなっています。 

  

＜生活習慣病の医療費（入院・外来）（令和３年度）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：ＮＤＢデータ） 

腎不全, 4,266 , 
14%

脳血管疾患, 
14,400 , 46%

虚血性心疾患, 
5,270 , 17%

高血圧性疾患, 
4,182 , 13%脂質異常症, 

415 , 1%

糖尿病, 
3,003 , 9%

腎不全, 12,591 , 
18%

脳血管疾患, 
3,609 , 5%

虚血性心疾患, 
3,210 , 4%

高血圧性疾患, 
29,747 , 41%

脂質異常症, 
7,014 , 10%

糖尿病, 15,497 , 
22%

（単位：百万円） 

＜生活習慣病の医療費（入院）＞ ＜生活習慣病の医療費（外来）＞ 

医療費全体 
414,625 

 
生活習慣病（入院）, 

31,537 , 8% 

 
生活習慣病（外来）, 

71,667 , 17% 

医療費（入院）, 
202,467 , 49% 

医療（外来）, 
212,157 , 51% 

＜医療費全体＞ 
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また、生活習慣病の医療費を保険者別にみてみると、入院、外来とも後期高齢

者医療、国民健康保険、全国健康保険協会の順に高くなっています。不適切な食

生活や不健康な生活習慣の継続が、高血圧や糖尿病等の発症を招き、加齢とと

もに、入院や通院につながっていくものと考えられます。 

 

＜保険者別生活習慣病の医療費（入院）（令和３年度）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜保険者別生活習慣病の医療費（外来）（令和３年度）＞ 

 

 

 

 

 

  

（出典：ＮＤＢデータ） 
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（２）生活習慣病有病率の状況 

市町村国保と後期高齢者医療を合わせた生活習慣病有病率の状況は、男性 

５４.３％、女性５９.８％であり、男性では、津久見市、臼杵市、豊後大野市の

順に高く、女性では、津久見市、姫島村、由布市の順に高くなっています。 

＜生活習慣病有病率（男性）（令和３年５月）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜生活習慣病有病率（女性）（令和３年５月）＞ 

  

（単位：％） 

（単位：％） 

国保医療課調べ 
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（３）がんによる死亡の状況 

  大分県のがん年齢調整死亡率は年々減少傾向にあり、男女とも全国の死 

亡率を下回っています。令和元年のがんの主な部位別死亡割合をみると、 

肺（２０.１％）､大腸（１１.０％）、すい臓（１０.３％）、 

胃（９.８％）、肝臓（７.２％）の順となっており、この５部位でがんによ

る死亡の５８.４％を占めています。 

 

＜がん(全部位）年齢調整死亡率の推移＞ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜がん部位別死亡者数＞ 
 
 
 
 
 
  

出典：大分県がん登録報告書（罹患年 2019 年） 

出典：大分県がん登録報告書（罹患年 2019 年） 

（単位：％） 
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（４）人工透析患者の状況 

本県の令和３年の人工透析の状況をみると、透析患者数（人口１００万人当 

たり）は３,６６２.５人で全国で５番目に高くなっています。 

    また、新規透析導入患者数（人口１００万人当たり）は３５６.４人で全国

１０番目の高さとなっており、新規透析導入患者のうち糖尿病性腎症を原疾

患とする者は１３１.１人で約４割を占めているため、糖尿病の重症化による

糖尿病性腎症の予防が重要になります。 

 

＜人工透析患者の状況＞ 

○透析患者数（人口１００万人当たり）の推移 ※（ ）内の数字は全国順位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○新規透析導入患者数（人口１００万人当たり）の推移 ※（ ）内の数字は全国順位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○糖尿病性腎症を原疾患とする新規人工透析患者数の推移 
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（５）精神疾患患者の状況          

大分県の精神疾患患者（令和４年６月３０日時点）は、入院患者数が 

４,４６９人、通院患者数が３３,９１８人となっています。令和４年度の通院

患者数は、平成２０年度に比べ、１.３倍に増加しており、令和４年度入院患者

数は平成２０年度に比べ１０％減少しています。 

精神科病床における年齢別階級割合は、６５歳以上の割合（令和４年度）が 

７１.８％となっています。令和４年度の６５歳以上の割合は、平成２０年度に

比べ２０％も増加しており、その割合は年々増加しています。 

また、本県の精神病床の平均在院日数は減少傾向にあるものの、令和３年の

時点で全国平均より１４４.４日長い４１９.５日となっています。 

入院患者に占める高齢者の割合の増加、退院後の受け皿の不足等が、こうし

た傾向に影響していると考えられます。 
 

＜精神疾患患者の入院及び通院の状況＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                       各年６月末時点（630 調査） 
 

＜精神病床の平均在院日数の推移＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：「病院報告（厚生労働省）」 

（単位：日） 

（単位：人） 
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＜精神科病院の在院患者数の推移＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜精神科病院在院患者に占める６５歳以上の割合＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

（単位：人） 

（６３０調査） 

（６３０調査） 

（単位：％） 
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（６）介護が必要になった主な原因   

    要支援の原因として最も多いのは、廃用症候群で半数を占めています。

要支援・要介護状態とならないためには、加齢とともに、心身の活力（例

えば筋力や認知機能等）が低下し、生活機能障害、要介護状態、そして死

亡などの危険性が高まるフレイル（高齢者の虚弱）対策が必要です。 

    要介護の原因としては、廃用症候群が多く、要支援と比べて認知症や脳

血管疾患（脳卒中）の割合が高くなっており、特に、認知症が１/４を占め

ています。 

 

＜介護が必要となった主な原因＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜フレイルの概要＞ 
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３ 特定健康診査及び特定保健指導等の状況  
 
 （１）特定健康診査の実施状況 

県内の特定健康診査の実施率は、平成２０年度の開始当初から年々上昇し、

新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込みはあったものの、令和３年度

には５７.２％（全国１６位）と回復し、全国平均を上回る実施率で推移してい

ます。 

＜県内の特定健診実施率の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：レセプト情報・特定健診等情報データ（厚生労働省） 

 

 

県内の特定健康診査の実施率を保険者ごとにみると、特定健康診査等基本指

針により定められた保険者ごとの目標値を全ての保険者において達成していま

せん。 

＜県内の保険者別特定健診実施率（令和２年度）＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
          

 
 
 

（単位：％） 

大分県保険者協議会調べ 
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（２）特定保健指導の実施状況  

県内の特定保健指導の実施率は、新型コロナウイルスの影響を受けつつも、

近年上昇が続いており、令和３年度は３１.９％（全国８位）と全国平均を上回

る実施率で推移しています。 

＜県内の特定保健指導実施率の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：レセプト情報・特定健診等情報データ（厚生労働省） 

 

 

 

県内の特定保健指導の実施率を保険者ごとにみると、特定健康診査等基本指針

により定められた保険者ごとの目標値を達成している保険者は地方職員共済組合

と警察共済組合のみとなっています。         

＜県内の保険者別特定保健指導実施率（令和２年度）＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                       

 

 

 

 

 

（単位：％） 

大分県保険者協議会調べ 
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（３）メタボリックシンドローム該当者及び予備群の状況    

 県内のメタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少率は、平成２７年

度以降低下傾向にあり、令和３年度の減少率は１９.０％で全国平均を上回る減

少率で推移しています。 

＜県内のメタボリックシンドローム該当者及び予備群減少率＞ 

                   （平成２０年度比） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：レセプト情報・特定健診等情報データ（厚生労働省） 

 

 

    県内のメタボリックシンドローム該当者及び予備群の該当率は、男性が 

   ３９.２％、女性が１０.７％となっており、男女とも増加傾向です。 

＜県内のメタボリックシンドローム該当者及び予備群該当率＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：特定健診・特定保健指導に関するデータ 
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県内のメタボリックシンドローム該当者及び予備群の該当率を保険者ごとに 

みると、国民健康保険（３１.９％）のみが県平均を上回っています。  

 ＜県内のメタボリックシンドローム該当者及び予備群該当率（令和２年度）＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                         

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（単位：％） 
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（４）定期予防接種の状況 

予防接種法に規定する予防接種のうち、国において接種率目標 （９５％以上） 

を掲げている麻しん、風しんは、新型コロナウイルス感染症による受診控え等の

影響もあり、県全体で、第１期では９２.４％、第２期では９１.４％となってお

り、目標を下回っています。 

＜MR ワクチン(麻しん、風しん)接種率[第１期](令和４年度)＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
＜MR ワクチン(麻しん、風しん)接種率[第２期](令和４年度)＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

出典：厚生労働省調べ 

出典：厚生労働省調べ 

対象者：令和４年１０月１日現在の１歳児 

対象者：令和４年度中に６歳となった者 
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（５）がん検診の受診状況  

令和３年度の各種がん検診受診率は、胃がん、大腸がんを除き全国平均を上回

っています。 

 受診者数の推移をみると、新型コロナウイルス感染症の影響で令和２年度は全

てのがん検診で受診者数が減少していますが、令和３年度は回復傾向にあります。 

＜市町村別がん検診受診率（令和３年度）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜がん検診受診者数の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：厚生労働省「地域保健・健康増進事業報告」 
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４ 医療施設等の状況 
 

（１）医療施設数の推移  

   大分県の令和３年の病院数は、１５３施設、うち一般病院は１２８施設です。

人口１０万人当たりの病院数は、１３.７で全国平均（６.５）を大きく上回 

り、全国４位となっています。        

     ＜人口１０万人当たり一般病院数の推移＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
                                     
 

また、令和３年の一般診療所数は、９６０施設、うち有床診療所数は、２２３施 

設です。人口１０万人当たりの診療所数は８６.２で全国平均 （８３.１）をや 

や上回っています。 

＜人口１０万人当たり診療所数の推移＞ 
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 （２）病床数の推移  
   大分県の令和３年の一般病床数の許可病床数は１５,０３６床で、平成２８年

と比較し１.５％減少しています。 
   また、療養病床は２,６１３床で平成２８年と比較し２０.０％減少していま

す。 
一般病床と療養病床を合わせた合計で見ると、平成２８年と比較し、病院で 

２.９％減少、一般診療所で１１.７％減少、全体で４.８％減少しています。 
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 （３）将来における必要病床数の推移  
   推計の結果、大分県では、全体の人口が減少するものの、高齢者数は今後も増

加を続ける見込みであることから医療需要も増えていく見込みとなっています。 
   医療需要について、入院医療と在宅医療等を合わせてみると、平成２５年から

令和７(2025)年にかけて、１日当たり約４,７００人（約１７％）の需要増となっ
ています。 

 
＜医療需要の推移＞

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
また、大分県の令和７(2025)年の必要病床数は、入院にかかる医療需要につい

て、機能区分ごとに設定された病床稼働率で割り戻すことにより、１４,６４９床
と推計されます。 

 
＜必要病床数の推移＞ 
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～地域医療を支える医療資源の確保～ 

 

県内の病院数は、令和３年１０月１日現在、１５３施設で大分市（５４施設）、

別府市（２５施設）に全体の半数が集中しています。診療所においても９６０

施設のうち大分市（３８７施設）、別府市(１１８施設)となっており同様の状態

となっています。 

 県内の医師数は、令和２年１２月末現在で、３,２２７人と増加傾向にあり、

人口１０万人当たりでみても２８７.１人と全国平均の２５６.６人を上回って

います。 

しかし、市町村ごとにみてみると大分市、別府市、由布市以外の市町村では

全国平均を下回っており、医師の地域的な偏在が生じています。 

特に、へき地医療拠点病院をはじめ地域医療を支える病院の医師不足が深刻

化しているほか、地域における開業医の高齢化に伴い、後継者不足による診療

所の減少が懸念されています。 

このため、様々な施策により、将来の地域医療を担う医師を養成するほか、

地域医療を担う医師のキャリア形成支援や医師及び医学生への情報発信・相談

支援を行い、医師の育成・県内定着を進めることが求められています。 

また、歯科医師、薬剤師をはじめ看護職員や栄養士、理学療法士など地域医

療を支える人材の確保と資質の向上により、県民が、いつでも、どこに住んで

いても適切な医療サービスを受けられる体制づくりも求められています。 
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第３章  令和１１(2029)年度末までに達成すべき目標と医療費の見込み 

１ 県民の健康の保持の推進に関する目標 

 
県民の受診状況（１０頁参照）をみると、入院は７５歳頃から急激に、外来は 

６５歳頃から上昇しています。また、生活習慣に関連する医療費（１８頁参照）は、
医療費全体の２５％を占めています。 

  今後、７５歳以上の人口が増加していく見込みであることから、生活習慣病の発
症を予防することができれば、通院患者が減少し、さらには重症化、合併症の発症
及び入院患者が減り、結果として医療費の急増を抑えていくことにつながります。
このため、若い頃からの生活習慣病予防対策と併せて、健診等で生活習慣病が疑わ
れる者については、速やかに医療機関の受診を勧奨するとともに、重症化を予防す
るための取組を進めることが重要です。 

  また、高齢期には生活習慣病の予防対策と併せて、心身機能の低下等に起因した
疾病予防・介護予防の重要性も指摘されています。これらを踏まえ、生活習慣病等
の発症予防及び重症化予防対策の実施にあたり、次のとおり目標を設定したうえ
で、取組を進めていくこととします。 

 

（１）生活習慣病等の発症・重症化予防の推進 

①特定健康診査の推進   【特定健康診査の実施率   ７０％】 

令和１１(2029)年度において、４０歳から７４歳までの対象者の７０％以上

が特定健康診査を受診することを目標とします。 

     ＜令和３年度実施率＞５７.２%、全国順位１６位(全国実施率：５６.５％） 

 

②特定保健指導の推進    【特定保健指導の実施率   ４５％】 

令和１１(2029)年度において、当該年度に特定保健指導が必要と判定され 

た対象者の４５％以上が特定保健指導を受けることを目標とします。 

     ＜令和３年度実施率＞３１.９％、全国順位８位(全国実施率：２４.６％) 

 

③メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の減少 

                【特定保健指導対象者の減少率  ２５％】 

令和１１(2029)年度において、平成２０年度と比較した特定保健指導対象者

の減少率を２５％以上とすることを目標とします。 

     ＜令和３年度減少率＞１９.０％、全国順位９位(全国減少率：１３.８％） 

 

④たばこ対策の推進 

    【喫煙率  １０.４％】 

    がん、循環器疾患等の生活習慣病の発症予防には、予防可能な危険因子の一

つである喫煙による健康被害を回避することが重要です。このため、２０歳未

満の喫煙防止を図るとともに、令和１７(2035)年度において、２０歳以上の喫

煙率を１０.４％に低下させることを目標とします。 
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       ＜令和４年度喫煙率＞ １６.５％ 

    【たばこで不快な思いをする者の割合    ３０％以下】 

    喫煙は、喫煙する本人だけでなく、周囲のたばこを吸わない人にも健康被害

を引き起こします。望まない受動喫煙による健康被害の防止を図るため、令和

１７(2035)年度において、たばこで不快な思いをする者の割合を３０％以下に

低下させることを目標とします。 

        ＜令和４年度 たばこの煙で不快な思いをする者の割合＞  ５４.３％ 

 
⑤歯と口の健康づくりの推進 
「歯科口腔保健の推進に関する法律」及び平成２５年１２月に施行した「大分

県歯と口腔の健康づくり推進条例」に基づき、歯・口腔の正しい知識の普及を
図るとともに、ライフステージごとの特性を踏まえた歯科口腔保健対策を推進
します。 

 

⑥子どもの頃からの健康づくりの推進 

子どもの健やかな発達を促し、運動習慣を含めたより良い生活習慣や食習慣
を形成することは、成人期・高齢期等の生涯を通じた心身の健康を確立するた
めの基礎となります。生活習慣病を予防、又は発症を遅らせることができるよ
う、教科等の時間はもとより学校教育全体を通じた健康教育を推進します。 

 

⑦生活習慣病の重症化予防の推進 

 【糖尿病性腎症による新規透析導入患者の数  １４８人以下】 

生活習慣病は、発症予防として、個人の生活習慣の改善を促す取組を進める

ことに併せ、健診等で生活習慣病が疑われる者に対して速やかに医療機関の受

診を勧奨するなど、その重症化を予防するための取組を進めることが重要です。 

特に生活習慣病が重症化して人工透析に移行した場合、個人の生活の質（Ｑ

ＯＬ）が著しく低下することに加え、多額の医療費が必要になります。 

このため、医療機関等と保険者等との連携による糖尿病性腎症をはじめとし

た慢性腎臓病の重症化予防などの取組を推進することで、令和１１（2029）年

度における糖尿病性腎症による新規透析導入患者の数を１４８人以下とするこ

とを目標とします。 

＜令和３年度糖尿病性腎症による新規透析患者数＞  １４６人 

 

⑧高齢者の心身機能の低下等に起因した疾病予防・介護予防の推進 

高齢期には生活習慣病の重症化予防に併せて、低栄養、筋量低下等による心

身機能の低下に起因した疾病予防の重要性も指摘されており、こうした高齢期

の特性に応じた栄養・口腔指導など高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施

の取組を推進します。 

 

⑨定期予防接種の促進 
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伝染のおそれがある疾病の発生・まん延の予防という公衆衛生及び健康保持

の観点から、定期予防接種の適正な実施が重要です。対象者が適切に定期接種*1

を受けることができるよう、国、市町村及び県医師会等と連携した普及啓発等

に取り組みます。 

       

⑩がん検診の受診促進 

生活習慣病の一つであるがん（悪性新生物）は、本県の死亡原因の第一位で

す。がんの早期発見・早期治療を促すため、がん検診の受診率の向上を図りま

す。 
 

（２）健康寿命日本一おおいた県民運動の推進 

健康的な生活習慣の実践は、個人の努力だけでは容易ではなく、健康づくり

に取り組みやすい社会環境の整備が大切です。このため、県内の経済団体や保

健医療福祉関係団体等多くの関係者と一体となった「健康寿命日本一おおいた

創造会議」を中心とした県民総ぐるみの健康づくりを推進します。 

また、併せて健康無関心層の健康づくりに向けた意識の喚起にも取り組みま

す。 
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２ 医療の効率的な提供の推進に関する目標 
 

今後とも少子高齢化の進展が見込まれる中、患者の視点に立ち、県内のどの地域

においても、その状態に即した適切な医療を受けることができるようにすることが

必要です。 

まずは、後発医薬品やバイオ後続品の使用促進や在宅患者の残薬の解消、電子処

方箋の普及促進や重複投薬等の是正など医薬品の適正使用を推進します。 

また、医療機関の自主的な取組により、医療機関の病床を医療ニーズの内容に応

じて、高度急性期・急性期・回復期・慢性期の４機能に分化しながら、切れ目のな

い医療・介護を提供することにより、限られた医療資源を有効に活用することが医

療費適正化の観点からも重要です。 

このため、医療機関の病床機能の分化及び連携を推進するとともに、患者を地域

全体で治し、支えるため、医療・介護・住まい・予防・生活支援サービスが身近な

地域で包括的に確保される「地域包括ケアシステム」の構築を推進します。 

  

（１）後発医薬品及びバイオ後続品の使用促進 

      後発医薬品については、県民や医療関係者から、その有効性や安全性、安定

した供給体制について不安があるなどといった様々な意見があるのが実情で

す。そのため、後発医薬品を安心して使用できるよう、県民や医療関係者の理

解促進に向けた取組を引き続き進め、８０％以上の数量シェアを維持するとと

もに、今後、国における金額ベース等の観点を踏まえた政府目標の見直しを踏

まえ、新たな数値目標の設定を今後検討します。 

    ＜令和５年３月＞ ８４.４％、全国順位 ２７位（全国：８３.７％） 

 バイオ後続品については、先発バイオ医薬品とほぼ同じ有効性、安全性を有

し、安価であり、後発医薬品と同様に医療費適正化の効果を有することから、

数量ベースで８０％以上置き換わった成分数が全体の成分数の６０％以上に到

達していることを目標とします。 

       

（２）医薬品の適正使用の推進 

複数疾患を有する患者は、複数種類の医薬品の投与を受けている可能性が高

く、副作用の発生や医薬品の飲み残しなどにつながっているとの指摘がありま

す。 

そのため、適切な投薬に関する普及啓発や医療機関・薬局と連携した服薬状

況の確認など、複数種類の医薬品の投与の適正化を推進します。 

また、県民に対して医薬品の適正使用やお薬手帳の普及啓発、電子処方箋の

メリットの周知に努めます。 

 

（３）医療資源の効果的・効率的な活用 

効率的な医療提供体制を構築する必要がある中、医療機器についても、効率

的に活用できるよう対応を行う必要があります。 

また、効果が乏しいというエビデンスがあることが指摘されている医療や、
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医療資源の投入量に地域差がある医療について、個別の診療行為としては医師

の判断に基づき必要な場合があることに留意しつつ、必要な取組の検討を行い

ます。 

  さらに、リフィル処方箋については、症状が安定している患者に対し長期間

診察なしに薬を処方することが可能となるため、医療機関の受診回数が減り、

患者及び医師の負担軽減に繋がることから、医療関係者への普及啓発を推進し

ます。 

 

（４）病床機能の分化・連携の推進 

団塊の世代がすべて７５歳以上となる令和７(2025)年には、医療・介護ニー
ズがますます増加すると見込まれることから、将来の医療提供体制の目指すべ
き方向性を示す指針として、平成２８年６月に地域医療構想を策定しました。 

    この地域医療構想では、高度急性期から在宅医療に至るまで、患者の状態に
応じた適切な医療を切れ目なく提供するため、病床機能の分化・連携の推進、
在宅医療の充実、医療従事者等の確保・養成、地域包括ケアシステムの構築な
どに取り組むこととしています。 

    本計画においては、「大分県地域医療構想」の中で上記に関連する箇所の概
要を、３３頁から３５頁に掲載しています。 

    なお、高齢者人口がピークを迎えて減少に転ずる２０４０年頃を視野に入れ
た新たな地域医療構想を令和７年度に策定する予定です。 

 
（５）医療・介護の連携を通じた効果的・効率的なサービス提供の推進 

医療機関、在宅医療・介護及び障がい福祉の関係者並びに郡市医師会等の関
係団体は、関係機関との情報共有や連携に努めることが求められています。 

在宅療養支援病院、在宅療養支援診療所のうち、在宅医療において積極的な
役割を担う医療機関を中心として、自ら２４ 時間対応の在宅医療を提供すると
ともに、他の医療機関の支援も行いながら、医療や介護、障がい福祉の現場で
の多職種連携の支援を行うなど、２４ 時間体制で訪問診療や往診、訪問看護な
どを行う体制整備を図ります。 

  高齢化が進展し、医療と介護の両方のニーズを有する高齢者の増加が想定さ
れる中、高齢者が住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続け
ることが出来るよう、在宅医療と介護を一体的に提供するために、医療・介護
従事者等の関係者の協働・連携を推進します。 

 

（６）地域包括ケアシステムの推進 

団塊の世代が全て７５歳以上（後期高齢者）となる令和７（2025）年を迎え、
さらに、８５歳以上人口がピークを迎える令和２２（2040）年を見通した中長
期的な視点に立ち、医療・介護・介護予防・生活支援・住まいの５つのサービ
スを一体的に提供することにより、認知症の方も含め、高齢者が、生きがいを
持って、健康で、安心して暮らせる地域づくり”地域包括ケアシステム”を深化・
推進します。 

    また、高齢者が健康で自立した日常生活を営むためには、要介護状態になる
ことをできる限り防ぐとともに、要介護状態になってもその悪化を防止し、改
善されるよう努めます。 
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（７）在宅医療の推進 

高齢化の進展や慢性疾患中心の疾病構造の変化により、長期にわたる療養や
介護を必要とする高齢者が増加しており、「治す医療」から「治し、地域で支え
る医療」への転換が求められています。自宅などでの療養を望んでいる要介護
高齢者や慢性疾患患者ができるだけ住み慣れた地域や家庭において日常生活を
送ることができるよう、在宅医療支援体制の充実が求められています。 

また、地域医療構想における医療需要の推計によると、高齢化の進展や病床
機能の分化・連携により、在宅医療の需要は今後も増加することが見込まれて
います。 

さらに、認知症の増加、疾病や障がいを抱えながら自宅や住み慣れた地域で
生活をする小児や若年層の患者も増加しており、在宅医療のニーズは多様化し
ています。 

このため、在宅医療・介護サービスの提供にあたっては、退院・退所から在宅
療養に移行する際の支援、日常の療養支援、病状急変時の対応、看取りのそれぞ
れの病期において、入院医療機関と在宅医療機関、介護関係機関との多職種に
よる連携により、在宅患者のニーズに応じた、切れ目のない継続的な医療・介護
が提供できる体制の構築に努めます。 

 

（８）精神障がい者が安心して暮らせる地域生活の推進 

精神疾患は症状が多様であるとともに、自覚しにくい場合があり、症状が比
較的軽いうちには精神科医療機関を受診せず、症状が重くなり入院治療が必要
な状態や状況になって初めて精神科医療機関を受診するという場合がありま
す。 

また、重症化してから入院すると、治療が困難になるなど、長期の入院が必要
になってしまう場合もあります。発症後できるだけ早期に必要な精神科医療が
提供されれば、回復し、再び地域生活や社会生活を営むことができるようにな
ります。 

このため、精神疾患は全ての人にとって身近な病気であり、精神障がいの有
無やその程度にかかわらず、地域社会の一員として、安心して自分らしく暮ら
すことができるよう、精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築を
目指します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



42 

 

３ 令和１１(2029)年度の医療費見込み 
 

（１）医療費の見込みの推計式 

 

①入院外・歯科医療費等 

令和元年度を基準年度として自然増を加味した医療費見込みから、下記取組

による適正化効果額を差し引いた額とします。 

・特定健康診査・特定保健指導の実施率の達成（７０%・４５%)による効果 

      ※特定保健指導による効果 一人当たり６,０００円 

・後発医薬品による効果 

・生活習慣病重症化予防や医療品の適正使用の取組による効果 

・医療資源の効果的・効率的な活用の推進による効果 

 

②入院医療費 

令和元年度を基準年度として自然増を加味した医療費見込み。 
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（２）令和１１(2029)年度の医療費見込み 

高齢化の進展や医療の高度化に伴い、本県の県民医療費は年々増加しており、

計画の最終年度となる令和１１(2029)年度には５,４９１億円となる見込みで

す。特定健康診査及び特定保健指導の実施率の向上、後発医薬品の普及などに

よる医療費適正化効果額は２８億円（自然増を加味した医療費見込み 

(５,５１９億円)との差）で医療費の伸び率は、一定の水準で推移すると見込

まれます。 

 

  ＜医療費見込みの推移＞ ※適正化の目標が１００％達成されたと仮定した場合の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：億円

2024
(R6)

2025
(R7)

2026
(R8)

2027
(R9)

2028
(R10)

2029
(R11)

5,057 5,149 5,232 5,317 5,403 5,491

（医療費適正化前） （5,083） （5,175） （5,259） （5,344） （5,431） （5,519）

 効果額 ▲ 26 ▲ 26 ▲ 27 ▲ 27 ▲ 28 ▲ 28

2,382 2,425 2,466 2,508 2,550 2,593

2,675 2,724 2,766 2,809 2,853 2,898

- 1.02 1.02 1.02 1.02 1.02

1,057 1,043 1,029 1,015 1,002 988

2,451 2,544 2,635 2,725 2,810 2,894

1,549 1,562 1,568 1,577 1,591 1,609

 注　国の医療費推計ツールに基づく推計（入院医療費は独自推計）

保険制度別
（被用者保険等）

区　　　分

  県民医療費

入院

入院外（調剤、訪問看護、歯
科等を含む）

伸び率（対前年）

保険制度別
（市町村国民健康保険）

保険制度別
（後期高齢者医療）
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第４章 目標達成に向けた施策 

    

１ 県民の健康の保持の推進 
 

（１）生活習慣病等の発症・重症化予防の推進 

 

①保険者による健診等データを活用した保健事業（データヘルス）の推進 

市町村等の医療保険者において、特定健康診査の結果や診療報酬請求明細書

等（以下「レセプト」という。）電子化された健康や医療に関する情報を活用し

て、被保険者の健康課題の分析を行い、ＰＤＣＡサイクルに沿った効果的かつ

効率的な保健事業（データヘルス）を実施することが求められています。 

このため、県では、市町村等の特定健診等実施計画及びデータヘルス計画（保

健事業の実施計画）に基づく、特定健康診査及び特定保健指導をはじめとする

保健事業の円滑な実施を支援します。 

    

【データヘルス計画に基づく効果的・効率的な市町村国保保健事業の推進】 

ア 特定健康診査・レセプト等データを活用した医療費分析・地域の健康課題の

分析 

特定健康診査・レセプト等データを活用し、県全体及び市町村別の医療費及  

び健康課題の分析を行い、県民や市町村、医療保険関係者等に情報提供しま

す。 

イ 市町村国保データヘルス計画に基づく取組の推進 

関係者が健康課題や取組の方向性について共通の認識を持ち、効果的かつ効     

率的な保健事業を推進するため、データヘルス計画の標準化に取り組みます。

具体的には、共通の評価指標を設定し、PDCA サイクルに基づく保健事業を推

進するとともに、共通の計画様式等を活用し、効果的かつ標準的な実施方策等

を共有し、保健事業の質の向上や効率的な実施を支援します。 

ウ 特定健康診査の実施率の向上 

対象者が県内のどこでも特定健康診査を受診できるよう、受診可能圏域の拡

大や受診可能医療機関の拡充を図るとともに、がん検診等各種検診との同時

実施や WEB 予約の導入など受診者の利便性の向上を図ります。 

また、データ分析による未受診者の行動特性等に応じた効果的な勧奨による

実施率の向上を図ります。 

エ  特定保健指導の実施率の向上 

特定保健指導の受診のきっかけとなるような健診結果の分かりやすい情報

提供方法や ICT の活用等による効果的な指導方法、好事例の情報提供などを

行います。 

【保険者協議会との連携】 

市町村や全国健康保険協会（協会けんぽ）大分支部など、県内の医療保険者

等で構成する大分県保険者協議会と連携し、特定保健指導従事者の技術向上研
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修会の開催や、健康イベントの実施など加入者に対する健康意識の向上につい

て啓発を行います。 

併せて、各医療保険者間における特定健康診査及び健診後の要治療者等に対

する受診勧奨や受診時の服務等に関する情報共有など、県全体に係る医療費分

析や共通する健康課題の検討等を行います。 

②たばこ対策の推進 

世界禁煙デー（５／３１）及び禁煙週間（５／３１～６／６）を中心に、禁

煙や受動喫煙防止の普及啓発を図るとともに、学校等と連携し、未成年者への

喫煙防止教育の充実を図ります。 

また、医療関係者、行政機関、保険者等と連携して、医師や薬剤師等の医療

従事者や養護教諭、市町村や企業の保健師等、禁煙支援従事者を養成するとと

もに、たばこをやめたい方を対象に「禁煙外来（病院、診療所）」や「禁煙支

援が受けられる薬局」、各保健所の禁煙相談等について情報提供を行います。 

飲食店において、改正健康増進法を遵守した受動喫煙対策が行われるように

指導、助言を行います。 

③歯と口の健康づくりの推進 

妊産婦期においては、妊婦自身と生まれてくる子どもの歯・口腔の健康づく

りを推進するため、妊産婦に対する歯科口腔保健指導の充実を図り、乳児の口

腔管理に関する指導に取り組みます。 

乳幼児期及び学齢期においては、健全な歯・口腔の育成を図るため、フッ化

物洗口等科学的根拠に基づくむし歯予防対策を推進します。 

成人期及び高齢期においては、健全な歯・口腔の維持および歯の喪失防止を

図るため、定期的な歯科検診や歯科口腔保健指導、歯石除去や歯面清掃を受け

ること等の普及と充実、歯周病と全身との関係に関する知識の普及啓発に取り

組みます。 

要介護者や障がい者（児）等、特に配慮が必要な人に対しては、口腔清掃等、

誤嚥性肺炎の予防に関する知識の普及啓発や関係機関との連携の強化を図り、

かかりつけ歯科医の育成に取り組みます。 

④子どもの頃からの健康づくりの推進 

本県では、ほぼ全ての学齢期で肥満傾向児出現率が全国平均を上回っている

ことから、食習慣、生活習慣の改善と運動習慣の定着による肥満予防対策を推

進します。 

生涯にわたる健康づくりの基盤を形成していくためには、健康について、児

童生徒が自ら食習慣、生活習慣、運動習慣を関連づけて考え、正しい知識や実

践力を身に付ける必要があります。そのため、養護教諭や栄養教諭を活用し、

教科等の時間はもとより、学校教育全体を通じて健康教育及び食育の推進を図

ります。 

また、子どものむし歯本数については、減少傾向にあるものの、依然として

全国平均と大きな開きがあるため、市町村と連携し、むし歯予防の３本柱「歯

みがき指導」「食に関する指導」「フッ化物の活用」の取組を推進します。 
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⑤糖尿病性腎症等の生活習慣病重症化予防等の推進 

大分県糖尿病性腎症重症化予防プログラムに基づき、糖尿病を日頃から診療

するかかりつけ医が、より早い段階から適切な医療及び生活指導を提供し、糖

尿病性腎症重症化予防専門外来や糖尿病や腎臓専門医と適宜連携を行えるよ

う、地域の糖尿病診療の窓口となる「おおいた糖尿病相談医」の養成や、支援ガ

イドの作成・周知、かかりつけ医向け研修会の開催、地域におけるかかりつけ

医・専門医・保険者の連携による個別支援の体制整備に取り組みます。 

また、糖尿病性腎症重症化予防事業の円滑な実施に向けて、大分県糖尿病対

策推進会議、大分県糖尿病性腎症重症化予防に係る効果検討会議等と連携し、

指導プログラムの評価・改善やかかりつけ医・糖尿病専門医・腎臓専門医等との

連携体制の構築、保健指導の技術的支援などに取り組みます。 

併せて、慢性腎臓病（ＣＫＤ）については、原因疾患を問わず健診による早期

発見が重要であること、生活習慣の改善や早期の適切な治療により重症化予防

が可能であることなどの腎臓に関する知識について、医療関係者と連携した普

及啓発等に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                      

  

⑥高齢者の心身機能の低下等に起因した疾病予防・介護予防の推進 

高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細やかな支援を実施するため、優

良事例の横展開等を通じて、市町村における高齢者の保健事業と介護予防の一

体的実施のさらなる推進に向けて支援します。 

 

⑦定期予防接種の促進 

定期予防接種の円滑な実施に向けて、県医師会等関係団体との連絡調整や県
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内市町村間の相互乗り入れなど、広域的連携を支援するとともに、子ども予防

接種週間（３／１～３／７）を始めとした県民に対する普及啓発や予防接種の

有効性の評価に資する感染症発生動向調査の実施への協力等を行います。 

 

⑧がん検診の受診促進 

県、市町村、検診機関、職域などと協働し、検診を受けやすい環境づくりや効

果的な受診勧奨、広報活動に取り組み受診率向上を図ります。 

また、がん検診を適切な方法で実施できるよう、がん検診の精度管理
※1

向上

を図ります。 

                                    

（２）健康寿命日本一おおいた県民運動の推進 

 

①県民運動の展開 

全ての県民が生涯を通じて健康で活力あふれる人生を送ることができるよ

う、健康寿命日本一おおいたを創造するため、保健医療関係団体、経済団体、学

識経験者等で組織する「健康寿命日本一おおいた創造会議」を設置し、各構成団

体の取組の情報共有、相互連携を図ります。さらに、この創造会議の下部組織と

して「健康寿命延伸アクション部会」を設置し、より身近な市町村における健康

づくり対策の検討や健康づくり運動の機運醸成を図ります。 

また、１０月を「みんなで延ばそう健康寿命推進月間」とし、県民大会や健康

イベントの開催などを通じて、県民総参加の健康づくりを推進します。    

加えて、こうした取組に賛同し応援してくれる「おうえん企業」等多様な主体と

連携して、県民誰もが自然と健康的な生活習慣を実践できる環境を整備します。 

健康寿命を延ばすための鍵は、「減塩」、「野菜摂取」、「運動」です。 

高血圧の予防、さらには循環器疾患の予防につなげるために、おいしく減塩

食を普及する「うま塩プロジェクト」を推進します。 

野菜には、ビタミンやミネラル、食物繊維が多く含まれています。ミネラル

は、生体機能の維持・調整に不可欠で、特に、野菜に含まれるカリウムは、余分

なナトリウムを体外に排泄するのを手助けしてくれ、高血圧の予防にもなるこ

とから、「まず野菜、もっと野菜プロジェクト」を推進します。 

また、歩数の増加は、健康寿命延伸や社会生活機能の維持・増進につながる直

接的かつ効果的な方策であることから、健康アプリ「おおいた歩得（あるとっ

く）」の普及促進を図るとともに、目標歩数の認知度を高める取組を強化しま

す。 

今後、後期高齢者が急増する中で、後期高齢者の健康を守り自立を促進する

ためには、現役世代からの肥満対策に重点をおいた生活習慣病対策に併せ、フ

レイル、認知機能低下、筋肉や骨という運動機能低下、さらには低栄養や口腔機

能低下と行った面（オーラルフレイル）での後期高齢者の特性に応じた対策が

より重要となります。 

更にリハビリテーション専門職等との連携により、運動、栄養、口の健康、認
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知機能低下の予防などの効果的なプログラムの実施を推進します。 

 

②誰もが自然に健康になるための社会環境整備 

健康無関心層を含む県民誰もが自然に健康になるために、健康づくり活動に

対してポイントが付与されるスマートフォン用の健康アプリ「おおいた歩得（あ

るとっく）」を運用し、働く世代の健康への関心を高めるとともに、事業所にお

ける健康経営を推進し、ヘルスサービスへアクセスしやすい基盤の整備を行い

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                        

 

 

 

 

 

 

 

  

 

～ 健康寿命日本一おおいた県民運動 ～  

 

疾病や障がいの有無や程度に関わらず、全ての県民が生涯を通じて心身と

もに健やかで活力あふれる人生を送ることができる「生涯健康県おおいた」

の実現を図るためには、健康寿命を延伸し、生活の質の向上を図ることが重

要です。 

健康寿命を延伸するためには、メタボリックシンドロームの予防及び改善

並びに禁煙による健康被害の防止をはじめとして、県民自らが生活習慣病の

発症予防と重症化予防のための取組を実践するとともに、地域社会全体で県

民の健康を守り、支えるための環境づくりを進めることが必要であり、多様

主体と連携しながら、県民総参加の健康づくり運動を展開することが求めら

れています。 

大分県では、県民の健康寿命を延伸し、健康寿命日本一の大分県を目指す

「健康寿命日本一おおいた県民運動」を推進するため平成２９年３月に「健

康寿命日本一おおいた県民運動推進条例」が施行されました。 
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２ 医療の効率的な提供の推進 
 

（１）後発医薬品及びバイオ後続品の使用促進 

大分県後発医薬品安心使用促進協議会において、後発医薬品に関する情報収

集・共有を図り、医療関係者の後発医薬品に対する理解を促進するとともに、県

民が安心して使用することができるよう、後発医薬品に関する正しい知識やメ

リットについて普及啓発を行います。 

更に、医療保険者における、加入者に対して後発医薬品に切り替えることに

よりどれくらい窓口負担が軽減されるのかをお知らせする「後発医薬品差額通

知」や、後発医薬品の希望を医師や薬剤師に伝えやすくするための「後発医薬品

希望シール」の配布等の促進を図ります。 

バイオ後続品の使用促進については、国の令和５年度「バイオ後続品の普及

啓発に係る調査等事業」における実態調査の結果を踏まえた取組を検討します。 

 

（２）医薬品の適正使用の推進 

医薬品の適正使用の重要性やかかりつけ薬剤師・薬局が果たす役割及び電子

処方箋の活用について、県民に対する普及啓発を行います。 

大分県薬剤師会と協力し、かかりつけ薬剤師・薬局、健康サポート薬局及び地

域連携薬局が実施するお薬手帳や残薬バッグの活用、在宅訪問指導や大分県医

師会及び処方医と連携した多剤併用・重複投薬の是正、適正な薬物治療の実施

に向けた取組を支援します。 

また、保険者や医療機関・薬局と連携した服薬状況の確認や、勧奨通知及び訪

問指導の実施などの適正使用に向けた取組及び医薬品の適正使用の効果が期待

されるフォーミュラリの運用について医療関係者への周知を行います。 

 

（３）医療資源の効果的・効率的な活用 

医療機器の効率的な活用のために、地域の医療ニーズを踏まえた地域ごとの 

医療機器の配置状況を可視化し、新規購入希望者に対してこれらの情報を提供 

しつつ、地域医療構想調整会議の場を活用し、医療機器の共同利用について協 

議をすることとします。 

また、急性気道感染症（いわゆる「かぜ」）等に対する抗菌薬処方について県 

 民への正しい知識の啓発や、患者及び医師の負担軽減に繋がるリフィル処方箋

について医療関係者等への周知を行います。 

 

（４）病床機能の分化・連携の推進 

県は、医療圏ごとに、地域医療構想の達成を推進するために必要な事項につ

いて協議を行う場としての地域医療構想調整会議を設け、関係者との連携によ

り、地域医療構想の実現を図るとともに、医療機関の自主的な取組を推進する

ための支援等を行います。 

地域医療構想調整会議では、将来の必要病床数の確保のための方策等、地域

医療構想の実現に向けて必要な協議を行います。具体的には、会議において、各
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医療機関の自主的な取組の進捗状況等を把握・共有し、医療圏単位での必要な

調整等を行います。 

各医療機関は、現状で自らが担っている医療機能や、地域全体の病床機能の

分化・連携の方向性等を踏まえた自らの位置付け等を勘案し、自らが将来目指

していく医療機能について検討・選択を行い、必要な体制の構築等に向けて自

主的な取組を行います。 

地域医療構想の実現に向けては、医療を受ける当事者である患者・住民の理

解が不可欠であり、日頃から自らの状態に応じた医療機関を選択する等の意識

を持って適切な受療行動を取ることが重要であることから、行政や医療機関、

保険者や関係者が協働して、患者・住民への啓発に取り組みます。 

 

  （５）医療・介護の連携を通じた効果的・効率的なサービス提供の推進 

市町村がＰＤＣＡサイクルを意識した在宅医療・介護連携推進事業を効果的

に推進することが出来るよう、医療・介護レセプトデータの取得・分析や、地域

包括ケア「見える化」システムの周知を通じ、在宅医療・介護連携に関する実態

把握・課題分析を行うとともに、研修会の開催等を通じ、県として市町村のデー

タ活用・分析支援を行います。 

併せて、各市町村の取組について進捗状況等を把握するとともに、有るべき

姿の設定や現状把握、評価指標の設定等を支援します。 

また、在宅医療・介護の関係者からなる会議の開催を通じ、関係団体間の連携

促進を図るとともに、県内外の優良な取組の情報発信・横展開を行うことで、市

町村が関係団体と連携体制を構築出来るよう支援します。 

 

（６）地域包括ケアシステムの推進 

地域包括ケアシステムを構築するため市町村や関係機関とも連携し、移動支

援など高齢者の生活支援ニーズに応えるための多様な主体によるサービス提供

体制の充実や、高齢者が安心・安全に暮らせる良質な住まいの確保、要介護高齢

者等を在宅で支えるための医療・介護の連携を推進します。加えて、地域の高齢

者が、体操教室などの介護予防活動に主体的に運営・参加できるよう、職能団体

等と連携して、介護予防に取り組む活動組織の育成・支援を行うほか、リハビリ

テーション専門職等を活かした、運動機能向上や栄養改善、口腔機能向上等の

高齢者の介護予防に資する取組を積極的に推進します。 

また、地域ケア会議の充実と事業所や県民の理解促進などによる自立支援型

ケアマネジメントを推進するため、地域包括支援センターの機能強化を図ると

ともに、学生達に対する職場体験や就職説明会の開催など、大分大学等関係機

関と連携した介護人材の確保・育成のほか、介護福祉機器、介護ロボット等のＩ

ＣＴを活用した業務の効率化などによる介護職の負担軽減や雇用環境の改善を

図ります。外国人介護人材の受け入れについては、県内の介護保険施設等にお

ける受入環境整備等への支援を行うとともに、日本語研修や介護福祉士資格取
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得に向けた支援などにより職場定着の促進を図ります。加えて、高齢者自身が、

要介護者が必要とする生活支援の担い手となるなど、社会参加を促進すること

により、介護予防につなげていくための取組を進めます。 

併せて、高齢者等が安心して住み慣れた自宅や地域で暮らしていけるよう、

要介護高齢者等を支える介護サービスの基盤整備、小規模多機能型居宅介護と

訪問看護の一体的提供（看護小規模多機能型居宅介護）など医療を必要とする

要介護高齢者等へのサービス提供体制の充実、自立支援型サービスを実践する

介護サービス事業所の育成など、介護サービスの充実を図ります。 

こうした取組のほか、認知症施策を推進するため、県民が認知症について正

しく理解するための普及啓発や地域で見守り支援する体制づくり、認知症を早

期に発見し状況に応じた適切なケアが行える医療提供体制を整備するととも

に、認知症サポーターの養成と見守り支援ネットワークの構築、医療・介護従事

者向けの研修の実施や大分オレンジドクターの養成による医療・介護の連携体

制の強化を図ります。  

 

＜地域包括ケアシステムイメージ図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）在宅医療の推進 

 

①提供体制の確立 

在宅医療の体制を構築する在宅医療圏は、患者の住み慣れた地域のかかり

つけ医、在宅療養支援診療所・在宅療養支援病院などが提供主体となること、

また患者を支援する受け皿としての地域包括支援センターと密接な関連を有

すること、更には市町村主体による在宅医療・介護連携推進事業（地域支援事

業）の取組により、地域における在宅医療・介護連携体制の整備が進められて
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いることから市町村単位の１８医療圏とします。 

現在、在宅療養支援診療所（病院）や訪問看護ステーションなど、在宅医 療

に必要な医療資源が十分でない地域もあることから、引き続き、郡市医師会等

と連携し、医療と介護の提供体制の整備に向けた取組を行います。 

併せて、市町村の在宅医療・介護連携等の相談窓口設置に係る取組を支援し

ます。 

 

②幅広い人材の確保・育成 

医療と介護の連携に係る幅広い人材の確保・育成を図るため、医師、歯科 

医師、薬剤師、看護職、リハビリテーション関係職種や医療ソーシャルワーカ

ー、栄養士等による多職種研修等を実施します。 

 

③かかりつけ医の普及・定着 

がん、脳卒中、心血管疾患などの医療連携体制を構築する中で、在宅医療 

支援の中心的な役割を担うかかりつけ医の普及・定着を促進するとともに、か

かりつけ医と急性期や回復期、維持期の医療機関との連携を強化し、在宅医療

支援体制の充実を図ります。 

また、かかりつけ医機能（身近な地域における日常的な診療、疾病の予防 

のための措置その他の医療を行う機能）を十分に理解した上で、自らが適切に

医療機関を選択できるよう、県民･患者への情報提供の充実･強化を図ります。 

 

④基盤の充実 

回復期病床の整備や訪問看護ステーションの新設・サテライト化などを進

めるとともに、ターミナルケア等の 24 時間対応、重症小児の在宅ケアにも対

応できる機能強化型訪問看護ステーションの拡充を推進し、在宅医療を支え

る基盤の充実に努めます。 

 

⑤退院支援、日常の療養支援等 

在宅患者が住み慣れた地域で最期まで安心した生活を継続できるような 

体制の実現には、患者や家族、地域での理解も重要です。このため、退院支援、

日常の療養支援、急変時の対応、看取りなどについて、県民の理解促進のため、

セミナー開催等により普及啓発に努めます。 

人生会議の普及啓発については、市町村と連携して、リーフレットの配布

や、各地域でのセミナー開催等の取組を行います。また、人生会議に関する普

及啓発を担う人材を養成するため、関係機関と連携し医療・ケア従事者の育成

研修等を実施します。 
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⑥「入退院時情報共有ルール」の策定 

入退院時において医療機関の退院支援担当者とケアマネジャー間で情報を 

共有し、入院時から在宅生活を視野に入れた支援を行うことで、退院後の状態

安定と介護予防を効果的に進めるため、「入退院時情報共有ルール」を平成 28

年度までに全保健所（医療圏）で策定しましたが、策定から一定の期間が経過

していることから、その普及状況やルール運用上の課題を把握し、必要に応じ

市町村と連携して地域の医療介護関係者と協働でルールの見直しや改善を図

ります。 

 

⑦医療・介護関係者の連携促進 

市町村が主体となって進める地域包括ケアシステムの構築を加速するた

め、かかりつけ医が助言等を行う地域ケア会議の開催や多職種間の理解促進

に向けた情報共有等の支援、医療・介護関係者の連携促進などの取組を行いま

す。 

 

⑧訪問看護体制の強化 

    訪問看護推進協議会と連携して、訪問看護の実態等に関する調査に基づき訪

問看護体制整備に向けた方策を検討し、訪問看護師の養成・資質向上研修等の

訪問看護人材の確保対策や、退院調整に関わる看護師や社会福祉士の研修を実

施する等、訪問看護体制の充実・強化を図ります。併せて、特定行為等を行え

る専門性の高い看護師の養成を推進します。 

また、需要増加が見込まれる在宅医療分野での看護師を確保するため、プラ

チナナース（退職後の看護師）や潜在看護師等の再就業を促進します。 

 

⑨口腔ケア等に係る人材育成 

口腔ケアや摂食・嚥下障害対策の充実を図るため、歯科医師、歯科衛生士 

等の研修を実施するなど、人材育成に努めます。 

 

⑩「かかりつけ薬剤師・薬局」の育成 

在宅医療を推進し、訪問薬剤指導を行うなど患者等に信頼される「かかりつ

け薬剤師・薬局」の育成に努めるとともに、チーム医療に参画する高度な知識・

技能を有するがん専門薬剤師を養成するなど、薬剤師の業務の多様化・高度化

に対応するため、大分県薬剤師会と協力して、多様な研修を実施し、薬剤師の

資質向上を図ります。 

また、医療機関・薬局及び在宅における麻薬の管理が適正に行われるよう、

監視・取締り及び指導を強化します。 
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⑪薬剤師の資質向上 

大分県薬剤師会と協力し薬剤師による在宅等での薬物治療を支援する在宅 

訪問業務を推進するため、在宅医療専門研修会を実施し、薬剤師の資質向上を

図ります。 

また、患者や介護職員等へ、薬に関する基本的な使い方など、適正な薬物 

療法について説明し、薬や健康食品等の相談を受け付けるお薬健康相談会を、

身近に薬局がない地域を中心に実施します。 

これらの事業を通して、薬剤師や地域包括ケアに係わる他の職種と顔の見

える関係を構築し、在宅医療の推進に寄与することに努めます。 

 

⑫地域における多職種連携の促進等 

保健所の持つ広域調整機能を活用し、各圏域の実態や課題をさまざまな場

面を通じて把握します。 

また、多職種連携を促進するため、管内の関係機関を対象に、市町村と連 

携し、連絡会や研修等を開催します。 

 

（８）精神障がい者が安心して暮らせる地域生活の推進 

入院中からの地域生活への移行に向けた支援及び地域生活が定着するための 

支援の充実に努め、入院後 1 年時点の退院率を上げ、早期の退院を図ります。 

また、地域の相談支援専門員を対象とした研修等を通じ、専門的な指導や助言

ができる地域のリーダーを育成するほか、精神科医療機関、市町村、相談支援事

業所等の支援者に対し、地域移行・地域定着を深める研修を実施し、支援者の質

の向上とさらなる地域移行・地域定着を推進します。 

さらに、県内６保健所ごとにある地域移行支援協議会等を活用し、県、市町村、

精神科医療機関、相談支援事業所等の関係機関が連携して、必要な支援につなが

る体制整備を図り、退院後の地域生活日数の延伸に努めます。 
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３ その他の取組 
 

（１）県民への意識啓発 

適切な医療のかかり方に関する県民の意識向上を図るため、医療費の実態

やその動向分析結果等について県民へ周知するとともに、休日や夜間の緊急

性のない軽症者の受診等（いわゆる「コンビニ受診」）、外来医療のかかり方

に関する県民の理解促進に努めます。 

 

（２）保険者による医療費適正化の取組支援 

 

   ①医療費通知の実施 

医療費負担のしくみや健康に関する認識を深めるため、医療機関等を受診

した際の医療費の総額や自己負担額等を県民にお知らせする「医療費通知」に

ついて、医療保険者に対する助言等を行います。 

 

②重複・頻回受診者や重複・多剤服用者等に対する指導等の推進 

一つの症状で複数の医療機関や頻回に受診している方、複数の医療機関か

ら同じ薬効の薬が処方されて服用している方等に対する効果的な訪問指導等

について、市町村や後期高齢者医療広域連合に対し助言等を行います。 

 

③レセプト点検の充実強化  

レセプト点検員等による効率的・効果的な点検及び重点的点検調査が実施

できるよう、市町村や後期高齢者医療広域連合に対し、研修や助言等を行い、

保険者機能の充実強化を図ります。 

併せて、診療報酬適正化協議会等を通じ、九州厚生局大分事務所、大分県国

民健康保険団体連合会、社会保険診療報酬支払基金大分支部とも連携し、診療

報酬請求の適正化に取り組みます。 

 

（３）保険医療機関及び保険医に対する指導、監査の実施 

九州厚生局大分事務所と共同で実施する、新規指定の保険医療機関を対象と

した新規集団指導、診療報酬改定時に全保険医療機関を対象とした改定時集団

指導等を通じて、保険医療機関及び保険医に対し、診療報酬の請求等に関する

事項について周知徹底することにより、保険診療の質的向上及び適正化を図り

ます。 
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４ 保険者等（保険者協議会）・医療機関等との連携・協力 
 

（１）保険者等（保険者協議会）との連携 

健康保持の推進に関する目標の達成のためには保険者等及び健診・保健指導

機関等と、医療の効率的な提供の推進に関する目標の達成のためには医療機関

及び介護サービス事業者等と情報交換を行う必要があり、医療費適正化推進協

議会や保険者協議会等を活用し、相互に連携・協力が行えるよう体制を構築し

ます。 

特に、医療費適正化計画の策定又は変更に当たっては、保険者協議会の意見

を聴くとともに、保険者協議会を通じて保険者等が行う保健事業の実施状況の

把握や分析・情報共有、加入者のニーズ等を聴取するなど、県民の健康づくりや

医療費適正化の取組、特定健診等実施計画やデータヘルス計画への反映につい

て保険者等との連携を図ります。 

また、医療費適正化計画の施策の実施に関して、保険者や医療機関等の関係

者に対して必要な協力を求める場合には、保険者協議会等を活用した協力要請

を行うとともに、社会保険診療報酬支払基金及び国民健康保険団体連合会とも

連携した取組を行います。 

更に、「働く人の健康増進を会社の成長につなげようとする考え方（健康経

営）」を掲げ、事業所ぐるみの健康づくりを実践する健康経営事業所の登録・認

定について、全国健康保険協会（協会けんぽ）大分支部と連携して取り組むこと

により、働く世代の健康づくりの充実強化を図ります。 

 

（２）医療の担い手等との連携 

医療の効率的な提供の推進に関する目標達成に向けた施策の推進について

は、医療機関及び介護サービス事業者等との連携・協力が重要です。 

そのため、大分県医療費適正化推進協議会の場や様々な機会を活用して情報

交換ができるよう相互に連携・協力が行える体制を構築し、医療機関や介護サ

ービス事業者、各種団体等の要望や意見を踏まえた施策の推進に努めます。 

 

（３）市町村との連携 

市町村は、国民健康保険の保険者として、特定健康診査や特定保健指導を実

施するだけでなく、住民に直接保健サービスを提供し、住民の健康づくりを推

進する役割を担うとともに、介護保険の保険者として、介護サービスの基盤の

充実等の役割を担っています。 

県では、市町村が行う保健事業の円滑な実施を支援し、健康づくりの推進の

ために積極的な情報提供を行うとともに、介護サービスの受け皿づくりをとも

に推進するほか、医療費適正化計画を策定又は変更する際には市町村に協議す

ること等により連携を図りながら各種施策を推進していきます。 

 



57 

 

第５章 計画の進行管理等  

 

１ 進行管理 

医療費適正化計画の実効性を高めるため、計画作成（Plan）、実施（Do）、点

検・評価（Check）及び見直し・改善（Action）の一連の循環により進行管理を

行っていきます。 

 

（１）毎年度の進捗状況の公表 

計画に掲げた目標の達成に向けた進捗状況を把握するため、年度（計画最終

年度及び実績評価を行った年度を除く。）ごとに進捗状況を県のホームページ

等で公表するとともに、目標の達成が困難と見込まれる場合又は医療費が医療

費の見込みを著しく上回ると見込まれる場合には、その要因を分析し、必要に

応じて、当該要因を解消するために取り組むべき施策等の内容について見直し

を行ったうえで、必要な対策を講ずるよう努めます。 

 

（２）暫定評価及び次期計画への反映 

計画期間の最終年度である令和１１（2029）年度に、計画の進捗状況に関する

調査及び分析を行い、その結果を県のホームページ等で公表します。 

併せて、分析結果に基づいて必要な対策を講ずるよう努めるとともに、次期

計画の作成に活用することとします。 

 

（３）実績評価 

計画の最終年度の翌年度である令和１２（2030）年度に、保険者協議会の意見

を聴いたうえで目標の達成状況を中心とした実績評価を行い、その結果を県の

ホームページ等で公表します。 

 

２ 計画の周知 

計画の推進には、県民一人ひとりが計画の内容を理解し、医療費適正化に向け

て取り組むことが重要です。 

そのため、医療費適正化計画を策定後、県のホームページ等で公表するととも

に、市町村、関係団体等を通じて広く周知を図ります。 

 

３ 計画の推進体制 

本計画に掲げる医療費適正化の取組については、国や県、保険者及び医療の担

い手等がそれぞれの役割のもと、互いに連携しながら推進していくことが重要で

す。 

 

（１）国の取組 

医療費適正化の取組に当たっては、医療保険と介護保険の制度全般を所管す
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る国がその役割と責任を果たすことが前提であり、国には、都道府県及び保険

者等による医療費適正化の取組が円滑かつ効率的に実施されるよう必要な支援

を行うとともに、国民の健康の保持の推進及び医療の効率的な推進を図る施策

を推進していく役割があります。 

 

（２）県の取組 

    県は、医療提供体制の確保や市町村国民健康保険の財政運営を担う役割を有

することから、計画の目標達成に向けて、保険者や医療関係者その他関係者の

協力を得つつ、中心的な役割を担います。 

    このため、保険者協議会等を通じて、保険者や医療関係者その他の関係者と

共同で、保健事業の実施状況、医療サービスの提供の状況等を把握するととも

に、計画の目標達成に向けて必要な取組の検討や協力を求めます。 

 

（３）保険者の取組 

市町村などの保険者は、加入者の資格管理や保険料・保険税の徴収等、医療保

険を運営する主体としての役割に加え、保健事業等を通じた加入者の健康管理

や医療の質及び効率性向上のための医療提供体制側への働きかけを行うなど、

保険者機能の強化を図ることが重要です。 

具体的には、保健事業の実施主体として、特定健康診査等について、令和６年

度から始まる第４期特定健康診査等実施計画の計画期間から、特定保健指導に

アウトカム評価を導入することや、ＩＣＴの活用等により実施率の向上を図る

こととされることを踏まえ、効果的かつ効率的な実施を図るほか、加入者の健

康の保持増進のために必要な事業を積極的に推進していく役割を担い、データ

ヘルス計画に基づく事業を実施する。 

さらにその中で、日本健康会議の取組とも連動しつつ、医療関係者と連携し

た重症化予防に係る取組や加入者の健康管理等に係る自助努力を支援する取組

のほか、後発医薬品の使用促進のための自己負担の差額通知や重複投薬の是正

に向けた取組など、各保険者の実情に応じて効果的に行うことが期待されます。 

加えて、保険者協議会において、県や医療関係者等と共同で、保健事業の実施

状況、医療サービスの提供の状況等を把握するとともに、本計画の目標達成に

向けて必要な取組について検討し、必要に応じて、本計画の作成等を行う際に

加入者の立場から意見を出すことも期待されます。 

 

（４）医療の担い手の取組 

医療の担い手は、国、県及び保険者等による医療費適正化や予防・健康づくり

の取組に協力するとともに、良質かつ適切な医療を提供する役割があります。 

保険者等が重症化予防等の保健事業を実施するに当たって、保険者等と連携

した取組や病床機能の分化及び連携を進めるために、保険者協議会等の協議の

場において議論を深めるとともに、そこで示されたデータを踏まえて、自らが

所属する医療機関の位置づけを確認しつつ、医療機関相互の協議により、地域
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における病床機能の分化及び連携に応じた自主的な取組を進めていくことが期

待されます。 

また、患者が後発医薬品を選択しやすくするための対応や調剤に必要な体制

の整備に努めること及び医師とかかりつけ薬剤師・薬局等との連携のもと、一

元的・継続的な薬学的管理を通じた重複投薬等の是正等の取組を行うことが期

待されます。 

 

（５）県民の取組 

県民は、自らの加齢に伴って生じる心身の変化等を自覚して常に健康の保持

増進に努めるとともに、OTC 医薬品の適切な使用など、症状や状況に応じた適切

な行動をとることが必要です。 

このため、特定健康診査や各種がん検診等を受診するとともに、マイナポー

タルでの特定健康診査情報等の閲覧等により健康情報の把握に努め、保険者等

の支援も受けながら、積極的に健康づくりに取り組むことが期待されます。ま

た、健診の結果、精密検査や治療が必要と判定された場合の速やかな医療機関

の受診や、かかりつけ医など医療機関の機能に応じ医療を適切に受けるよう努

めることが期待されます。 
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大分県医療費適正化推進協議会設置要綱 
 

（設置目的） 
第１条 高齢者の医療の確保に関する法律第９条に規定する都道府県医療費適正化計画（以

下「計画」という。）の策定及び推進に関し研究協議するため、大分県医療費適正化推進協議

会（以下「協議会」という。）を設置する。 
 
（任務） 
第２条   協議会は、次に掲げる事項について研究協議する。 
  （１）計画の策定及び推進に関すること 
  （２）その他計画の策定及び推進に関して必要な事項 
 
（組織） 
第３条 協議会は、委員２０人以内をもって組織する。 
２ 委員は、次に掲げる者のうちから知事が委嘱する。 
 （１）学識経験者 
 （２）医療・保健サービス関係者 
 （３）福祉サービス関係者 
 （４）受診者代表 
 （５）行政関係者・保険者代表 
３ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、欠員が生じた場合における後任委員 

の任期は、前任者の残任期間とする。 
４ 協議会に会長及び副会長を置く。 
５ 会長及び副会長は、委員の互選により選出する。 
 
（会長及び副会長の職務） 
第４条 会長は会議を招集し、会議の議長となる。 
２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は欠けたときは、その職務を代行す

る。 
 
（意見の聴取） 
第５条 協議会は、必要があると認めるときは、関係者に出席を求めて意見を聴くことがで

きる。 
 
（庶務） 
第６条 協議会の庶務は、福祉保健部国保医療課が処理する。 
 
（補則） 
第７条  この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が別に定め 

る。 
 
  附 則 
 この要綱は、平成１９年６月７日から施行する。 
  附 則 
 この要綱は、平成２９年４月３日から施行する。 

 


